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■ 第 1 部 通常総会              １４：００～ 

１． 開 会 の こ と ば 

２． 来 賓 紹 介 

３． 会 長 あ い さ つ 

４． 来 賓 ご あ い さ つ 

５． 議 長 選 出 

６． 議 長 あ い さ つ 

７． 定 足 数 の 確 認 

８． 議事録署名人の選出 

９． 議 事 

第 1号議案 平成２９年度事業報告並びに収支決算承認の件 

         － 監査報告 － 

      １０． 報 告 事 項 （既 理事会承認事項） 
平成３０年度事業計画並びに収支予算の件 

１１． 閉 会 の こ と ば 

 

■ 第２部 表彰状贈呈         １５:００～ 

 

法 人 会 功 労 者 表 彰 

優 良 従 業 員 表 彰 

 

■ 記 念 講 演               １５:３０～ 

演 題：「情報力アップ講座～地元の魅力の見つけ方＆伝え方～」  

講 師： コラムニスト・松阪市ブランド大使・伊勢うどん大使 

          石原 壮一郎 氏 
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【第１号議案】平成２９年度事業報告並びに収支決算承認の件 

平成２９年度 事業報告書 

（平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日） 

基本方針 

 公益社団法人松阪法人会は、定款の目的に則り健全な公益団体として、組織・財政基盤の確立に

努めつつ、税務当局をはじめ関係民間団体との協調のもとに納税意識の向上に努めるとともに、 

よき経営者を目指す者の団体として会員の積極的な自己啓発を支援し、これを通じて税務行政の円

滑な執行に寄与し、企業経営と社会の健全な発展に貢献した。 

 また、公益法人制度改革の関連性を踏まえ、法人会の一層の公益性・透明性を確保し、安定的な

財政基盤、活力ある組織を目指し、積極的に事業活動を展開し法人運営の適正化を図った。 

 現在法人会が直面している、①組織の維持及び財政基盤の確保のための会員増強、②e-Tax（国税電子申告・

電子納税）の利用拡大等の問題を抱えるなか、平成２５年４月１日付けで公益社団法人へ移行しました。 

当会においては従来から法人会の目的を遂行するため様々な事業に積極的に取り組んでまいりましたが、 

会員の減少傾向が続き、会費収入や福利厚生事業による収入も逓減減少により従来通りの事業運営は困難とな

っています。 

 その結果、従来から実施してきた事業全般を見直すとともに、信頼される法人会として①社会貢献活動及び

魅力ある研修活動の展開、②極めて公益性の高い事業の充実、③組織・財政の充実強化に努めました。 

 平成２９年度事業報告は次のとおりです。 

Ⅰ 公益目的事業 

  １ 税知識普及事業 

（１） 税務研修会 

事業 

名称 
開催日 内容（講師・テーマ） 出席数 

決
算
期
別
説
明
会 

6 月 2日 
会社の決算と申告について４月～６月期決算法人対象 

松阪税務署 法人課税第一部門 上席国税調査官 渡瀬 憲一 氏 
１３ 

9 月 4日 
会社の決算と申告について７月～９月期決算法人対象 

松阪税務署 法人課税第一部門 上席国税調査官 正井 裕康 氏 
５ 

12月 6日 
会社の決算と申告について１０月～１２月期決算法人対象 

松阪税務署 法人課税第一部門 上席国税調査官 正井 裕康 氏 
１ 

3 月 7日 
会社の決算と申告について１月～３月期決算法人対象 

松阪税務署 法人課税第一部門 上席国税調査官 正井 裕康 氏 
１８ 

新
設
法
人
説
明
会 

9月 28日 

松阪税務署管内に平成２８年８月～平成２９年７月新たに設立された全

法人を対象 

 ・法人設立当初に必要となる届出書等に関する事項 

・法人税の基本的事項・消費税の仕組みと手続き 

 ・源泉徴収のしかた・印紙税の基本的事項・電子申告／電子納税 

松阪税務署 法人課税第一部門 上席国税調査官 渡瀬 憲一 氏 

１８社 

郵送 

103社 
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説
明
会 

年
末
調
整 

11月 29日 

年末調整の説明・法定調書の作成の仕方・青色決算書作成の説明 

松阪税務署 法人課税第一部門 上席国税調査官 平井 克昌 氏 

      管理運営第一部門 担当官     平田 淳二 氏 

個人課税第一部門 上席国税調査官 出合 達也 氏 

７９ 

   

  「支 部」  

事業 

名称 
開催日 内容（講師・テーマ） 出席数 

説
明
会 

税
制
改
正 

10月 2日 

『国税のダイレクト納付』『納税証明のオンライン請求』 

 松阪税務署 管理運営第二部門 統括国税徴収官 宮野 裕充氏 

『平成２９年度税制改正』『消費税の軽減税率制度』 

 松阪税務署 法人課税第一部門 上席国税調査官 正井 裕康氏 

２６ 

10月 24日 

『国税のダイレクト納付』『納税証明のオンライン請求』 

 松阪税務署 管理運営第一部門 統括国税徴収官 平田 淳二氏 

『平成２９年度税制改正』『消費税の軽減税率制度』 

 松阪税務署 法人課税第一部門 上席国税調査官 正井 裕康氏 

２８ 

     

「部会関係」 

部会名 開催日 内容（講師・テーマ） 出席数 

部 

会 

建
設
業 

2月 22日 

「平成３０年度税制改正セミナー」 

～知っておきたいポイントをズバリ解説～ 

消費税軽減税率制度 

松阪税務署 法人課税第一部門 上席国税調査官 正井 裕康氏 

４１ 

青
年
部
会 

4月 12日 
消費税法等の改正ポイント 

松阪税務署 法人課税第一部門 統括国税調査官 服部健太郎 氏 
３２ 

5月 8日 
税制改正 ほか 

松阪税務署 法人課税第一部門 統括国税調査官 服部健太郎 氏 
１８ 

6月 26日 
酒税の税率構造の見直し・国際課税（国外財産に対する課税）ほか 

松阪税務署 法人課税第一部門 統括国税調査官 服部健太郎 氏 
１７ 

11月 21日 

「直撃!!税トーク」 

松阪税務署 総務課長  横山 幸泰 氏 

個人課税第一部門 統括国税調査官 青山 和義 氏 

資産課税部門  統括国税調査官   山川秀佳子 氏 

法人課税第一部門 統括国税調査官 佐々木康成 氏 

３０ 

1月 30日 
国外転出時課税制度・国外財産に対する相続税等のの税義務の範囲 

松阪税務署 法人課税第一部門 統括国税調査官 佐々木康成 氏 
２０ 

3月 22日 
組織再編（合併）・分掌変更による役員退職金（法人税） 

松阪税務署 法人課税第一部門 統括国税調査官 佐々木康成 氏 
１８ 
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女
性
部
会 

10月 30日 
「世代交代と税金」 

松阪税務署 法人課税第一部門  統括国税調査官 佐々木康成 氏 
３７ 

2月 6日 
「交際費アラカルト」 

松阪税務署 法人課税第一部門 統括国税調査官 佐々木康成 氏 
２１ 

 

（２）税務署長等による講演会 

「本会関係」 

事業 

名称 
開催日 内容（講師・テーマ） 出席数 

夏期 

講演会 
9月 5日 

「お笑い税金トーク」 

 税理士（元松阪税務署長） 安井 秀樹 氏 
４４ 

年末 

講演会 
12月 4日 

「税と向き合う（脱税の心）」 

  松阪税務署長 二村 重紀 氏 
５１ 

新春対談 1月 11日 松阪税務署長との対談 １０ 

「部会関係」 

部会名 開催日 内容（講師・テーマ） 出席数 

宅地建物

取引業 

部会 

1月 12日 

「最近の紛争事例」 

「中古建物の売買で売主業者が瑕疵担保責任を負わないための特約

について」 

雨宮眞也法律事務所  

(公社)全国宅地建物取引業保証協会 顧問弁護士 佐久間 豊氏 

５３ 

青年 

部会 
11月 21日 

「マルサの仕事～脱税は社会公共の敵～」 

 松阪税務署長 二村 重紀 氏 
３０ 

女性 

部会 
12月 11日 

「年の瀬よもやま話」 

松阪税務署長 二村 重紀 氏 
２９ 

 

（３）広報誌及びホームページによる税情報の発信 

ホームページ等で、各種研修会、講習会の開催状況を掲載するとともに、税に関する情報等を 

掲載し、会員及び会員以外にも周知しました。 

発 行 日 １回あたり約２，０００部を発行し、税務署・県税事務所・市

役所提供の税に関する情報等を掲載、市役所等公共の場所に設置

するとともに、ホームページで公開 

8 月 3日 Ｎｏ.１７０号発行 

1 月 19日 Ｎｏ.１７１号発行 

 

２ 納税意識高揚事業 

（１）夏休み親子租税教室 

開催日 内容（講師・テーマ） 参加数 

8月 19日 

第１部：税金クイズ「ゆるキャラ達とクイズをしよう」 

第２部：マスクプレイオペレッタ「踊る!!平成の赤ずきんちゃん」 

対象者：松阪税務署管内の小学校児童 

開催場所：クラギ文化ホール 

主体：女性部会 支援：公益事業特別支援委員会 

７８０ 

関係者 

３５ 
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（２） 租税教室 

事業名称 開催日 内容（講師・テーマ） 出席数 

「行ってみ

よう税！ 

税探検隊」 

8月 23 日 

対象者：松阪市内の小学４・５・６年生の児童及び保護者 

開催場所：名古屋税関とセントレア 

名古屋税関の仕事についての座学・麻薬探知犬のデモンスト

レーション・国際線制限エリア見学 

親子で 

９９ 

関係者 

 １６ 

租税教室 

講師養成 

研修会 

10月 3 日 

対象：青年部会・女性部会 

講師：津税務署 税務広報広聴官 

小学校児童を対象とした円滑な租税教室に向けて講師とし

ての心構え及び授業の進め方等の知識の習得 

８ 

租税教室 

1月 25 日 

対象：豊田小学校６年生 

ＤＶＤ：「マリンとヤマト不思議な日曜日」 

授 業：税の意義と役割、税金クイズ 

講師：女性部会 

２４ 

関係者 

８ 

2月 8日 

対象：第一小学校６年生 

ＤＶＤ：「マリンとヤマト不思議な日曜日」 

授 業：税の意義と役割、税金クイズ 

講師：女性部会 

４１ 

関係者 

８ 

 

（３）税に関する絵はがきコンクール 

応募期間 内容（講師・テーマ） 応募数 

7月～9月 

対象：松阪税務署管内の小学５・６年生児童 

テーマ：税に関する絵 

主体：女性部会 支援：公益事業特別支援委員会 

表彰・発表：税を考える週間（１１/１１～１１/１２） 

４６５ 

 

（４）「税を考える週間」等広報活動 

本年も、１１月「税を考える週間」行事の一環として、松阪税務連絡協議会で「税に関する 

絵画」を募集し、優秀作品の表彰及び展示を行いました。 

       他に、「税に関する習字」「税に関する標語」「税に関する絵はがき」等の展示も行いました。 

開催日 内容（講師・テーマ） 参加数 

11 月 11日 税金展 １２ 

2月 13日 確定申告広報パレード ６ 

 

（５）地域イベント等における租税教育活動 

部会名 開催日 内容（講師・テーマ） 参加数 

女
性
部
会 

11月 16日 

交流会とバス研修旅行 

 川越テラ４６見学・桑名法人会女性部会員の皆さんと 

交流会・ジャズドリーム長島見学 

２７ 
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３ 税制提言事業 

（１） 税制改正の提言及び提言書の関係機関への提出 

事業名称 開催日 内容（講師・テーマ） 出席数 

全国大会 

「福井」 
10月 5日 

第一部：記念講演「今後の政治と経済の行方」 

    講師：毎日新聞専門編集委員 与良 正男氏 

第二部：平成３０年度税制改正に関する提言 

８ 

要望活動 

 4月 4日 平成３０年度税制改正に関するアンケート調査 ２２ 

12月 21日 

多気町税務課・議会事務局 

明和町税務課・議会事務局 

大台町税務課・議会事務局 

１ 

12月 22日 
松阪市長 竹上 真人氏 

松阪市議会議長 山本 芳敬氏 
５ 

ホームページ並びに広報誌での周知 

（２）全国青年の集い「高知大会」 

開催日 内容（講師・テーマ） 出席数 

11月 9日 租税教育活動プレゼンテーション １ 

11月 10日 

部会長サミット 

テーマ「租税教育活動の質的向上を目指して」 

記念講演会「走ることで伝える大切な事～夢・出会い・絆～」   

講 師：お笑いタレント 間 寛平 氏 

１２ 

（３）全国女性フォーラム「鹿児島大会」 

開催日 内容（講師・テーマ） 出席数 

4月 7日 

『輝け女性！その風は南から』 

記念講演会「明日の社会と税金を語る 

～霞が関からワシントンまで～」 

講師：(株)国際協力銀行 代表取締役専務取締役 林  信 光 氏 

５ 

（４）三重県連 運営研究会・青年部会連絡協議会情報交換会・女性部会連絡協議会 ATM 交流会 

部会名 開催日 内容（講師・テーマ） 出席数 

運
営
研
究
会 

1月 26日 

テーマ「社会貢献チャリティーバザーについて」 

発表：（一社）尾鷲法人会 

講演会「みんなの宝！銚子川」 

講師：特定非営利活動法人ふるさと企画舎 理事長 田上 至氏 

６ 

青
年
部
会 

11月 17日 

第２９回情報交換会 

発表：（公社）四日市法人会青年部会 

テーブルディスカッション 

テーマ：社員育成・事業継承・法人会活動について 

１０ 

女
性
部
会 

10月 27日 
事業活性化研修会ＡＴＭ交流会（明るく・楽しく・前向きに） 

テーマ「■会員増強 ■租税教室 ■研修活動 ■広報活動」 
５ 
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４ 地域企業発展事業 

「本 会」 

（１） 経済・経営講演会 

開催日時 内容（講師・テーマ） 出席数 

5月 25日 

「未来の大人たちに私たちができること」 

講師：百五総合研究所 地域活性化客員研究員 

皇學館大学 現代日本社会学部教授  岸川 政之 氏 

９５ 

（２）初級複式簿記講座 

開催日時 内容（講師・テーマ） 出席数 

6月 2日～ 

6月 28日 

松阪商業高等学校 教諭 

簿記のしくみ・伝票のつけ方・記帳の仕方・決算の仕方 全１２回 
９ 

（３）パソコン講座 

開催日 内容（講師・テーマ） 出席数 

9月 27 日 エクセル基礎講座 １０ 

10月 5 日 エクセル活用講座 １０ 

10月 11日 ワード活用講座 ６ 

10月 19日 パワーポイント基礎講座 １ 

 

５ 社会貢献事業 

（１） 健康、文化及び芸術等に関する講演会及び研修会 

 本年度の開催はありませんでした。 

（２）歩け歩け大会 

開催日 内容（講師・テーマ） 出席数 

10月 14日 
清流“櫛田川”を望みながら「茶畑ウォーキング」 

 ロングコース：約８キロ  ショートコース：約４キロ 
３９６ 

 

Ⅱ 収益事業等 

１ 会員交流事業 

（１） 情報交換会 

役員会等の終了後、今後の活動方針、重点施策等につき協議を行い、目標実現に向け意思統一

を行うことを目的として実施しました。 

（２） 部会事業 

部会名 開催日 内容（講師・テーマ） 出席数 

青年部会 8月 2日 税務署長着任あいさつ訪問 ８ 

女
性
部
会 

6月 12日 山ざくら ２０号発行 ‐ 

9月 4日 臨時山ざくらだより発行 ‐ 
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10月 25日 合同親睦ボウリング大会 サンパークボウリング場 ４５ 

10月 30日 

健康講座「乳がん啓発講演会」 

テーマ：形成外科とは・乳房再建という選択肢・乳がん手術

治療の変遷・国内外での乳房全摘+乳房再建の現状・

乳腺外科と形成外科の役割など 

 講 師：市立四日市病院 乳腺外科部長   水野 豊 氏 

     市立四日市病院乳腺形成外科医師 梶原 愛莉 氏   

３６ 

12月 11日 年末懇談会・税金クイズ表彰 ３４ 

 2月 6日 
趣味講座「多肉植物タブローを作ろう」 

講師：日本ﾊﾝｷﾞﾝｸﾞﾊﾞｽｹｯﾄ協会 三重県支部 垂水 紀子 氏 
１９ 

  

２ 福利厚生事業 

（１） 簡易保険料払込団体制度に係る集金業務 

（２） 経営者大型総合保障制度の普及推進（案内・周知） 

（３） 経営保全プランの普及・推進（案内・周知） 

（４） がん保険制度の普及・推進（案内・周知） 

（５） 貸倒保障制度（取引信用保証保険の普及・推進） 

（６） 提携ローン（案内・周知） 

（７） 生活習慣病健診 

実施日 内容（講師・テーマ） 受診者数 

9月 1日 松阪地区医師会による生活習慣病総合健診 ～9月 4日 １３０ 

2月 23日 松阪地区医師会による生活習慣病総合健診 ～2月 26日 １７５ 

通 年 松阪済生会病院によるＰＥＴ－ＣＴがん健診 ８５ 

   

３ 会員増強事業 

     会員増強は本会の存続と発展の大前提であるので、今年度も会員増強の具体的目標値を定め、 

加入勧奨に努めました。なお、会員の減少に歯止めをかけることが大きな課題となっており、更なる

退会防止を図る必要があります。 

 

（平成３０年３月３１日現在） 

■会員数                ■平成２９年度中の移動状況 

会 員 数 

本  会 １，６３７社 

青年部会   ７６名 

女性部会  １４６名 

 

 

 

 

本会 

入 会 ２３社 

退会 

（社） 

廃業・休業等 １８社 区外転出 １社 

その他 ７８社  

青年部会 入会 ３名 退会 １４名 

女性部会 入会 ３９名 退会 ９名 
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諸会議等 

本 会 関 係 

名称 開催日 主たる議題 出席数 会場 

第５回 

通常総会 
5 月 25日 

平成２８年度事業報告・収支決算承認の件 

監査報告 

定款の一部改正承認の件 

平成２９年度事業計画・収支予算書の件 

新役員紹介 

松阪税務署長感謝状・法人会功労者表彰状・優良従

業員表彰状贈呈 

９５ 
松阪商工 

会議所 

監査会 4 月 18日 会計監査 ２ 
松阪商工 

会議所 

正副会長 

会議 

4 月 25日 

第５回通常総会日程の件 

平成２８年度事業報告、収支決算報告(案)承認の件

監査報告の件  

定款の一部改正承認の件 

任期満了に伴う役員改選(案)承認の件 

平成２９年度事業計画並びに収支予算書の件 

表彰状等の贈呈の件 

７ 
市民活動 

センター 

 5月 25 日 副会長の事務分担の件 ９ 事務局 

8月 2日 

今年度事業の進捗状況の件 

法人会全国大会(福井大会)参加者の件 

「２１世紀のエネルギーを考える会・みえ」への加

入の件 

広報活動におけるフェイスブック活用の件 

９ 
市民活動 

センター 

9月 5日 
法人会全国大会(福井大会)参加者の件 

当面の事業計画等の件 
８ 華王殿 

12月 4 日 

法人会全国大会(三重大会)松阪法人会実行委員会設

置の件 

県連・運営協議会参加者の件 

東海法連大会参加者の件 

次年度事業計画・予算策定の件 

９ 
フレックス

ホテル 

2月 6日 

法人会全国大会「三重大会」の件 

平成３０年度事業計画(案)及び収支予算(案)の件 

松阪法人会会長表彰候補者推薦の件 

優良従業員受賞候補者推薦の件 

８ 
市民活動 

センター 

理事会 

4 月 25日 

第５会通常総会日程の件 

平成２８年度事業報告・収支決算報告(案)承認の件

及び監査報告の件  

定款の一部改正承認の件 

任期満了に伴う役員改選(案)承認の件 

平成２９年度事業計画並びに収支予算書の件 

表彰状等の贈呈の件 

３１ 
市民活動 

センター 

9月 5日 各委員会当面の事業計画の件 ３８ 華王殿 
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12月 4 日 

法人会全国大会(三重大会)松阪法人会実行委員会設

置の件 

委員会・部会事業報告と当面の事業計画の件 

３３ 
フレックス 

ホテル 

3月 5日 
平成３０年度事業計画(案)及び収支予算(案)の件 

平成３０年度優良従業員受賞候補者推薦の件 
４１ 

松阪市産業 

振興ｾﾝﾀｰ 

ｶﾘﾖﾝ別館 

臨時理事会 5 月 25日 
会長、副会長、委員長、支部長、部会長等選任の件 

常勤役員の報酬等の件 
２６ 

松阪商工 

会議所 

総務・厚生 

合同委員会 

6 月 28日 

県連総務委員会報告 

各委員会副委員長選任の件 

夏期講演会等開催の件 

歩け歩け大会開催の件 

会員の退会手続の件 

「２１世紀のエネルギーを考える会・みえ」加入の

件 

生活習慣病総合健診の件 

ＰＥＴ/ＣＴがん健診の件 

２年２万社純増運動の件  

１７ 
市民活動 

センター 

9 月 20日 

県連総務委員会報告 

全国大会「三重大会」について報告 

年末懇談会の件 

第２１回歩け歩け大会開催の件             

１７ 
市民活動 

センター 

支部長・ 

組織委員会 

合同会議 

8月 9日 

支部への助成金等の件 

支部合同研修会開催の件 

組織委員会副委員長選任の件 

２９年度会員増強・支部別加入目標等の件 

未加入法人名簿の活用等の件 

加入勧奨に関する「入会のおすすめ」ﾘｰﾌﾚｯﾄの件 

新設法人説明会と書面による加入勧奨の件 

１８ 
市民活動 

センター 

10 月 13 日 

県連組織委員会報告 

新設法人説明会実施報告 

勧奨進捗状況の件 

１１ 
市民活動 

センター 

総務委員会 

4 月 19日 

県連総務委員会報告 

平成２８年度事業報告(案)並びに収支決算報告(案)

の件 

優良従業員表彰の件 

第５回通常総会スケジュールの件 

８ 事務局 

10 月 26 日 

法人会全国大会(三重大会)松阪法人会実行委員会の

設置の件 

年末懇談会の件 

１１ 
市民活動 

センター 

1 月 24日 平成３０年度事業計画(案)及び収支予算(案)の件 ８ 事務局 

税制委員会 

4 月 13日 

県連税制委員会報告  

平成２８年度事業報告及び平成２９年度事業計画の

件  

税制改正に関するアンケート調査報告  

平成３０年度税制改正要望事項等の件 

７ 
市民活動 

センター 

12月 8 日 

県連税制委員会報告 

副委員長選任の件 

平成３０年度税制改正に関する提言の件 

次年度事業計画の件 

６ 
市民活動 

センター 
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広報委員会 

6 月 27 日 

副委員長選任の件 

広報誌１７０号発行の件 

今後の広報活動の件 

９ 
市民活動 

センター 

7 月 18 日 

広報誌１７０号校正 

フェイスブックを活用した広報の件 

今後の広報活動の件 

９ 
市民活動 

センター 

7月 27日 
広報誌１７０号最終校正 

フェイスブックを活用した広報の件 
５ 事務局 

10月 17 日 

県連広報委員会報告 

広報誌１７１号発行の件 

新春署長対談の件 

フェイスブックを活用した広報の件 

確定申告広報パレードの件 

８ 
市民活動 

センター 

12月 13 日 
広報誌１７１号発行の件 

次年度事業計画の件 
８ 事務局 

研修委員会 7月 18日 
副委員長選任の件 

今後の研修事業の件 
８ 

市民活動 

センター 

ｅ‐Ｔａｘ 

推進特別 

委員会 

  9月 5 日 研修会の実施及び内容の件 １５ 華王殿 

公益事業 

特別支援 

委員会 

 7月 3 日 

副委員長選任の件 

平成２９年度公益事業の件 

 公益事業等についての広報 

 第２１回歩け歩け大会 

 「行ってみよう税！税探検隊 

 親子そろって税金セミナー 

 夏休み親子租税教室 

 税に関する絵はがきコンクール 

税連協事業の件 

１２ 
市民活動 

センター 

9月 25日 

第２１回歩け歩け大会の件 

税連協事業の件 

各部会事業の次年度へ向けての反省・取組等の件 

１１ 
市民活動 

センター 

全国大会 

実行委員会 

12月 25 日 

法人会全国大会(三重大会)松阪法人会実行委員会の

設置の件 

法人会全国大会(福井大会)の状況の件 

県連・全国大会実行委員会の今後の予定の件 

１５ 
市民活動 

センター 

3月 22日 

県連・第２回実行委員会の報告 

担当部門の件 

県連・全国大会実行委員会の今後の予定の件 

１６ 
市民活動 

センター 

 

支 部 関 係 

名称 開催日 主たる議題 出席数 会場 

第１１支部 

役員会 
2月 17日 

情報交換会 

平成２９年度活動報告、反省等 
７ うえやま 

第１２支部 

役員会 

4月 1日 支部新会員勧誘について ４ 
㈱五十鈴 

青果 

4月 2日 支部役員についての協議 ２ 
㈱五十鈴 

青果 
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青 年 部 会 

名称 開催日 主たる議題 出席数 会場 

部会員会議 4月 12日 

平成２８年度事業報告及び収支報告 

任期満了に伴う役員改選の件 

平成２９年度事業計画及び予算報告 

３０ 
市民活動 

センター 

役員会 

4月 12日 
部会員会議・税務研修会開催の件 

「行ってみよう税！税探検隊」の件 
１３ 

市民活動 

センター 

5月 8日 「行ってみよう税！税探検隊」の件 １７ 
市民活動 

センター 

6月 26日 

県連青連協報告 

「行ってみよう税！税探検隊」の件 

全国青年の集い「高知大会」の件 

１７ 
市民活動 

センター 

8月 2日 

「行ってみよう税！税探検隊」の件 

会員増強強化月間の件 

歩け歩け大会（本会主催）、夏休み親子租税教室 

（女性部会主体）協力の件 

２０ 
市民活動 

センター 

9月 12日 

「行ってみよう税！税探検隊」の件 

「親子そろって税金セミナー」の件 

情報交換会「四日市」の件 

署長講演会＆税トーク開催の件 

１３ 
市民活動 

センター 

1月 30日 

平成２９年度事業報告・収支報告（中間）の件 

平成３０年度青年部会主体公益事業計画・予算（案）

の件 

部会員会議開催の件 

２０ 
市民活動 
センター 

3月 22日 

本会理事会報告 

一部会則変更（案）の件 

一部役員改選（案）の件 

平成２９年度事業報告・収支報告の件 

平成３０年度事業計画（案）・収支予算（案）の件 

部会員会議・卒業式開催の件 

「行ってみよう税！税探検隊」の件 

１５ 
市民活動 

センター 

「行ってみよう

税!税探検隊｣ 

実行委員会 

5月 15日 海上保安部打合せ ７ 
四日市 

海上保安部 

7月 5日 
チラシ封入作業 

松阪市教育委員会訪問 
５ 

事務局 
松阪市 

教育委員会 

8月 2日 名古屋税関打合せ ４ 名古屋税関 
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女 性 部 会 

名称 開催日 主たる議題 出席数 会場 

部会員会議 6月 12日 
平成２８年度事業報告及び収支報告の件 

平成２９年度事業計画及び収支予算の件 
４４ 

市民活動 

センター 

正副部会長 

会 議 
7月 7日 

県連女連協役員会報告 

各委員会開催報告 

今後の事業計画等の件 

４ 
市民活動 

センター 

正副部会長・

プロジェクト

リーダー会議 

12月 5日 

県連女連協役員会報告 

次年度事業計画等の件 

平成３０年度情報交換会の件 

女性フォーラム「山梨大会」の件 

本会全国大会「三重大会」松阪法人会実行委員会設

置の件 

６ 
市民活動 

センター 

プロジェクト 

リーダー会議 

12月 19日 平成３０年度情報交換会の件 ５ 長栄軒 

1月 12日 役割分担等の件 ５ 教學舎 

1月 29日 講師・発表・会場等の件 ５ 事務局 

2月 6日 講師・発表内容等の件 ５ 
市民活動 

センター 

3月 8日 会場打合せ・発表内容等の件 ５ 
フレックス

ホテル 

3月 14日 講師打合せ ３ 本居記念館 

3月 27日 発表内容等の件 ６ 事務局 

役員会 

4月 11日 

正副部会長・委員長承認、委員選任の件 

平成２９年度事業計画の件 

女性フォーラム「鹿児島大会」の報告 

２４ 
市民活動 

センター 

5月 22日 
平成２９年度各役員の件 

部会員会議（６月１２日）開催の件 
２０ 

市民活動 

センター 

5月 22日 

新役員会 

各委員候補者の件 

夏休み親子租税教室の件 

平成２９年度事業計画の件 

１１ 相生亭 

6月 20日 

平成２９年度事業計画等の件 

夏休み親子租税教室の件 

絵はがきコンクールの件 

部会員増強の件 

２２ 
市民活動 

センター 

8月 3日 

夏休み親子租税教室役割分担等の件 

絵はがきコンクールの件 

今後の事業等の件 

２３ 
市民活動 

センター 
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10月 4日 

合同親睦ボウリング大会の件 

税務研修会と健康講座の件 

バス研修旅行の件 

年末署長講演会と懇談会の件 

租税教室（出前教室）の件 

新春税務研修会と趣味講座の件 

第２１回歩け歩け大会・税金展お手伝いの件 

絵はがきコンクール選考等の件 

平成３０年度情報交換会の件 

２０ 
市民活動 

センター 

1月 23日 

平成３０年度事業計画案・予算案の件 

平成３０年度（女性部会主体）公益事業計画案・予

算案の件 

県連第２８回情報交換会の件 

部会員会議の開催の件 

女性フォーラム「山梨大会」参加の件 

今後の事業予定等について 

１９ 
市民活動 

センター 

3月 14日 

本会理事会の報告 

平成２９年度事業報告案・収支報告案の件 

役員増員案の件 

部会員会議開催の件 

夏休み親子租税教室の件 

バス研修旅行・健康講座の件 

県連第２８回情報交換会の件 

部会員増強の件 

２０ 
市民活動 

センター 

実行委員会 

6月 1日 夏休み親子租税教室の件 ９ 
市民活動 

センター 

6月 20日 
夏休み親子租税教室の件 

絵はがきコンクールの件 
１０ 

市民活動 

センター 

7月 10日 
夏休み親子租税教室の件 

絵はがきコンクールの件 
１１ 

市民活動 

センター 

7月 24日 夏休み親子租税教室の件 ８ 
市民活動 

センター 

8月 3日 

集客数の途中経過報告 

今後の集客対策の件 

参加賞準備の件 

７ 
市民活動 

センター 

8月 8日 集客数の途中経過報告 １６ 
市民活動 

センター 

8月 18日 夏休み親子租税教室前日準備 ２３ 教學舎 

9月 4日 夏休み親子租税教室反省会 ２６ 
市民活動 

センター 

10月 12日 絵はがきコンクールの件 ８ 
市民活動 

センター 

10月 13日 絵はがきコンクール選考会 ３ 松阪税務署 

11月 2日 絵はがきコンクール（税金展）準備 ４ 教學舎 

11月 7日 絵はがきコンクール（税金展）準備 ４ 教學舎 
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租税教室 

実行委員会 

 10月 3日 租税教室講師養成研修会参加 7 合同庁舎 

 10月 31日 役割分担等について ８ 
M’ama non 

M’ama 

1月 11日 リハーサル １１ 
市民活動 

センター 

1月 18日 豊田小学校との打合せ ５ 
豊田 

小学校 

1月 25日 第一小学校との打合せ ６ 
第一 

小学校 

2月 8日 反省会 ７ 
市民活動 

センター 

総務・組織 

委員会 

7月 6日 今後の事業予定の件 ８ 
ﾗ ﾃﾞﾙﾆｴｰﾙ 

ﾌﾞｼｴ 

9月 22日 合同親睦ボウリング大会開催の件 ５ LODGER 

10月 12日 合同親睦ボウリング大会準備 ６ 
市民活動 

センター 

11月 27日 年末懇談会準備 ４ 
市民活動 

センター 

3月 27日 部会員会議打合せ ６ サンセリテ 

税制・研修 

委員会 

6月 27日 今後の事業予定の件 ８ ひさみち 

8月 8日 
夏休み親子租税教室役割分担等の件 

税務研修会開催・バス研修旅行実施の件 
６ 

市民活動 

センター 

広報委員会 

4月 10日 「山ざくら」編集及び打合せ ６ 
市民活動 

センター 

5月 15日 「山ざくら」編集及び打合せ ６ 
市民活動 

センター 

5月 29日 「山ざくら」反省会 ７ 
M’ama non 

M’ama 

広報・厚生 

委員会 

 7 月 3日 今後の事業予定の件 ９ ミカマーレ 

 7 月 21日 夏休み親子租税教室役割分担の件 ６ 
市民活動 

センター 

10月 23日 「鈴の和」役割分担の件 ６ 彦兵衛 

11月 2日 「鈴の和」「山ざくら」編集及び打合せ ６ 
市民活動 

センター 

2月 9日 「山ざくら」編集及び打合せ ６ 
市民活動 

センター 

3月 8日 「山ざくら」編集及び打合せ ６ 
市民活動 

センター 

3月 14日 「山ざくら」編集及び打合せ ７ 
市民活動 

センター 

3月 17日 「山ざくら」編集及び打合せ ２ 
コメダ 

珈琲店 
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平成29年4月11日 厚生委員会　　 10月10日 厚生委員会 

5月11日 期末監査　 10月16日 全国大会　第１回実行委員会 

5月18日 総務委員会　 10月27日 女性部会ＡＴＭ交流会 

5月26日 正副会長会議 11月2日 税制委員会     

5月26日 第１５回理事会　 11月13日 組織委員会       

6月6日 税制委員会 11月17日 青年部会情報交換会  

6月15日 第５回通常総会　 11月28日 調査部所管研修会    

6月15日 第１６回理事会 12月1日 女性部会役員会　　　

6月21日 女性部会役員会  平成30年1月17日 全国大会　第２回実行委員会

6月23日 青年部会新旧役員会　 1月26日 運営研究会        

7月20日 厚生委員会　　 2月14日 研修委員会　　　

7月20日 福利厚生制度推進会議　 2月19日 広報委員会     

7月21日 女性部会連絡協議会　 2月27日 税制委員会　　　　

7月27日 研修委員会　　 2月28日 青年部会役員会　　

8月4日 総務委員会  3月2日 総務委員会　　　　

8月10日 組織委員会　　 3月6日 組織委員会       

8月28日 広報委員会　　 3月12日 厚生委員会　　　　

9月22日 研修委員会  3月28日 正副会長会　　　　　　

9月27日 正副会長会議    3月28日 第１８回理事会  

9月27日 第１７回理事会

平成29年6月23日 青年部会　定時総会・情報交換会 10月11日 東海大会事前打ち合わせ会　　　

8月9日 女性部会役員打ち合わせ会 平成30年2月2日 専務理事等会議　　　

8月18日 専務理事等会議　 3月9日 東海大会（静岡県担当）

9月6日 第２９回定時総会(三重県担当) 3月20日 青年部会常任理事会（岐阜県担当）

平成29年4月7日 女性フォーラム・鹿児島大会 9月5日 税制委員会

4月14日 全国県連専務理事等会議 9月21日 理事会

5月9日 青連協役員会 10月5日 全国大会（福井大会）

5月23日 女連協役員会 11月10日 青年の集い（高知大会）

5月24日 理事会 12月7日 全国県連専務理事等会議

6月2日 青連協・定時連絡協議会 平成30年1月22日 新年賀詞交歓会

6月6日 女連協・定時連絡協議会 2月1日 厚生委員会

6月21日 評議員会・理事会　等 2月6日 研修委員会

7月5日 厚生委員会 2月8日 広報委員会

7月19日 事業研修委員会 2月14日 税制セミナー

7月20日 広報委員会 2月15日 税制委員会

7月21日 総務委員会 2月21日 組織委員会

7月26日 税制委員会 2月22日 総務委員会

8月3日 組織委員会 3月2日 事務局セミナー

8月23日 新任事務局長セミナー 3月6日 女連協役員会

8月24日 全国県連専務理事等会議 3月19日 理事会

三重県連関係

東海法連関係

全法連関係
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（単位:円）

科        目 当年度 前年度 増  減

Ⅰ　資産の部

  １．流動資産

          現金預金 7,756,286 5,215,263 2,541,023

            現金 143,621 411,887 -268,266

            当座預金 514,532 1,199,375 -684,843

            普通預金 7,098,133 3,604,001 3,494,132

          前払金 42,000 290,160 -248,160

          仮払金 5,900 6,200 -300

        流動資産合計 7,804,186 5,511,623 2,292,563

  ２．固定資産

    (1) 基本財産

          定期預金 6,000,000 6,000,000 0

        基本財産合計 6,000,000 6,000,000 0

    (2) 特定資産

          主管行事等事業積立資金 939,201 1,000,000 -60,799

        特定資産合計 939,201 1,000,000 -60,799

    (3) その他固定資産

          什器備品 112,970 170,715 -57,745

          敷金 200,000 200,000 0

        その他固定資産合計 312,970 370,715 -57,745

        固定資産合計 7,252,171 7,370,715 -118,544

        資産合計 15,056,357 12,882,338 2,174,019

Ⅱ　負債の部

  １．流動負債

          未払金 168,560 0 168,560

          預り金 274,551 488,110 -213,559

        流動負債合計 443,111 488,110 -44,999

        負債合計 443,111 488,110 -44,999

Ⅲ　正味財産の部

  １．基金

          基金 0 0 0

  ２．指定正味財産

        指定正味財産合計 0 0 0

  ３．一般正味財産

    (1)代替基金 0 0 0

    (2)その他一般正味財産 14,613,246 12,394,228 2,219,018

        一般正味財産合計 14,613,246 12,394,228 2,219,018

        （うち基本財産への充当額） 6,000,000 6,000,000 0

        （うち特定資産への充当額） 939,201 1,000,000 -60,799

        正味財産合計 14,613,246 12,394,228 2,219,018

        負債及び正味財産合計 15,056,357 12,882,338 2,174,019

貸借対照表
平成30年 3月31日現在
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（単位:円）

場所・物量等 使用目的等 金        額

  (流動資産)

  現金 手元保管 運転資金として 143,621

  預金 当座預金 514,532

      第三銀行 142,880

      百五銀行 29,457

      三重信用金庫 262,311

      三菱東京ＵＦＪ 2,774

      中京銀行 30,111

      三重銀行 46,999

  普通預金 7,098,133

      第三銀行 292,333

      百五銀行 3,519,025

      三重信用金庫 2,665,741

      三菱東京ＵＦＪ銀行 131,905

      中京銀行 60,741

      三重銀行 165,250

      松阪農業協同組合 195,886

      一志東部農業協同組合 67,252

  前払金 42,000

  仮払金 5,900

   流動資産合計 7,804,186

  (固定資産)

    基本財産

  定期預金 6,000,000

    特定資産

  主管行事等事業積立資金 939,201

    その他固定資産

  什器備品 112,970

  敷金 200,000

   固定資産合計 7,252,171

     資産合計 15,056,357

  (流動負債)

  未払金 168,560

  預り金 274,551

      源泉所得税 26,680

      簡易保険還元金 247,871

   流動負債合計 443,111

     負債合計 443,111

     正味財産 14,613,246

財産目録
平成30年 3月31日現在

貸借対照表科目
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（単位:円）

科        目 当年度 前年度 増  減

Ⅰ　一般正味財産増減の部

  １．経常増減の部

    (1) 経常収益

        基本財産運用益 600 1,500 -900

          基本財産受取利息 600 1,500 -900

        特定資産運用益 8 0 8

          特定資産受取利息 8 0 8

        受取会費 12,471,500 12,633,928 -162,428

          正会員受取会費 12,281,000 12,406,928 -125,928

          賛助会員受取会費 190,500 227,000 -36,500

        事業収益 2,165,428 2,714,312 -548,884

          研修事業収益 123,000 269,000 -146,000

          広報事業収益 579,245 720,635 -141,390

          福利厚生事業収益 554,500 502,750 51,750

          会員親睦事業収益 653,600 786,800 -133,200

          簡易保険手数料収益 255,083 435,127 -180,044

        受取補助金等 8,519,300 8,462,200 57,100

          受取県連補助金 350,000 470,000 -120,000

          受取全法連助成金 8,169,300 7,992,200 177,100

        受取負担金 1,351,000 547,000 804,000

          受取負担金 663,000 70,000 593,000

          青年部会受取負担金 193,000 192,000 1,000

          女性部会受取負担金 495,000 285,000 210,000

        雑収益 676,341 381,613 294,728

          受取利息 8 5 3

          雑収益 676,333 381,608 294,725

        経常収益計 25,184,177 24,740,553 443,624

    (2) 経常費用

        事業費 18,406,863 16,445,990 1,960,873

          役員報酬 963,240 1,919,179 -955,939

          給料手当 5,384,263 3,942,628 1,441,635

          臨時雇賃金 0 22,464 -22,464

          福利厚生費 1,120,757 1,028,467 92,290

          会議費 2,221,252 1,639,579 581,673

          旅費交通費 1,988,812 1,610,136 378,676

          通信運搬費 1,321,267 1,110,497 210,770

          減価償却費 44,002 20,245 23,757

          消耗什器備品費 0 79,629 -79,629

          消耗品費 856,922 630,759 226,163

          印刷製本費 1,263,589 1,350,229 -86,640

          光熱水料費 53,654 69,509 -15,855

          賃借料 617,367 617,367 0

          保険料 14,130 18,253 -4,123

          諸謝金 177,960 128,240 49,720

          諸会費 0 80,000 -80,000

          支払負担金 876,450 784,370 92,080

          委託費 296,704 277,898 18,806

          会場費 260,410 236,380 24,030

          広告宣伝費 26,892 29,658 -2,766

          リース料 428,395 458,980 -30,585

          事務所管理費 69,592 16,822 52,770

          支払手数料 300,916 242,125 58,791

          雑費 120,289 132,576 -12,287

正味財産増減計算書
平成29年 4月 1日から平成30年 3月31日まで
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科        目 当年度 前年度 増  減

        管理費 4,450,096 4,370,027 80,069

          役員報酬 416,760 830,360 -413,600

          給料手当 1,635,635 1,197,695 437,940

          福利厚生費 350,052 321,227 28,825

          会議費 110,535 201,945 -91,410

          旅費交通費 96,436 118,402 -21,966

          通信運搬費 279,875 291,451 -11,576

          減価償却費 13,743 6,323 7,420

          消耗什器備品費 0 24,871 -24,871

          消耗品費 36,073 31,112 4,961

          印刷製本費 102,780 145,633 -42,853

          光熱水料費 16,758 21,709 -4,951

          賃借料 192,825 192,825 0

          諸会費 382,650 310,150 72,500

          支払負担金 28,000 0 28,000

          委託費 160,884 213,616 -52,732

          会場費 140,370 39,510 100,860

          渉外慶弔費 68,940 102,400 -33,460

          表彰費 180,000 113,462 66,538

          リース料 128,777 132,484 -3,707

          事務所管理費 21,736 5,254 16,482

          支払手数料 82,504 57,543 24,961

          雑費 4,763 2,793 1,970

        経常費用計 22,856,959 20,816,017 2,040,942

        評価損益等調整前当期経常増減額 2,327,218 3,924,536 -1,597,318

        評価損益等計 0 0 0

        当期経常増減額 2,327,218 3,924,536 -1,597,318

  ２．経常外増減の部

    (1) 経常外収益

        経常外収益計 0 0 0

    (2) 経常外費用

        経常外費用計 0 0 0

        当期経常外増減額 0 0 0

          税引前当期一般正味財産増減額 2,327,218 3,924,536 -1,597,318

          法人税、住民税及び事業税 108,200 145,700 -37,500

          当期一般正味財産増減額 2,219,018 3,778,836 -1,559,818

          一般正味財産期首残高 12,394,228 8,615,392 3,778,836

          一般正味財産期末残高 14,613,246 12,394,228 2,219,018

Ⅱ　指定正味財産増減の部

       当期指定正味財産増減額 0 0 0

       指定正味財産期首残高 0 0 0

       指定正味財産期末残高 0 0 0

Ⅲ　基金増減の部

       当期基金増減額 0 0 0

       基金期首残高 0 0 0

       基金期末残高 0 0 0

Ⅳ　正味財産期末残高 14,613,246 12,394,228 2,219,018
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（単位：円）

公益１ 公益２ 公益共通 小   計 収益１ その他１ 小   計

Ⅰ　一般正味財産増減の部

  １．経常増減の部

    (1) 経常収益

        基本財産運用益 0 0 0 0 0 0 0 600 600

          基本財産受取利息 0 0 0 0 0 0 0 600 600

        特定資産運用益 0 0 0 0 0 0 0 8 8

          特定資産受取利息 0 0 0 0 0 0 0 8 8

        受取会費 0 0 3,741,450 3,741,450 0 0 0 8,730,050 12,471,500

          正会員受取会費 0 0 3,684,300 3,684,300 0 0 0 8,596,700 12,281,000

          賛助会員受取会費 0 0 57,150 57,150 0 0 0 133,350 190,500

        事業収益 702,245 0 0 702,245 809,583 635,600 1,445,183 18,000 2,165,428

          研修事業収益 123,000 0 0 123,000 0 0 0 0 123,000

          広報事業収益 579,245 0 0 579,245 0 0 0 0 579,245

          福利厚生事業収益 0 0 0 0 554,500 0 554,500 0 554,500

          会員親睦事業収益 0 0 0 0 0 635,600 635,600 18,000 653,600

          簡易保険手数料収益 0 0 0 0 255,083 0 255,083 0 255,083

        受取補助金等 0 0 8,019,300 8,019,300 0 0 0 500,000 8,519,300

          受取県連補助金 0 0 0 0 0 0 0 350,000 350,000

          受取全法連助成金 0 0 8,019,300 8,019,300 0 0 0 150,000 8,169,300

        受取負担金 443,000 100,000 0 543,000 0 688,000 688,000 120,000 1,351,000

          受取負担金 443,000 100,000 0 543,000 0 0 0 120,000 663,000

          青年部会受取負担金 0 0 0 0 0 193,000 193,000 0 193,000

          女性部会受取負担金 0 0 0 0 0 495,000 495,000 0 495,000

        雑収益 167,500 28,600 0 196,100 0 158,300 158,300 321,941 676,341

          受取利息 0 0 0 0 0 0 0 8 8

          雑収益 167,500 28,600 0 196,100 0 158,300 158,300 321,933 676,333

        経常収益計 1,312,745 128,600 11,760,750 13,202,095 809,583 1,481,900 2,291,483 9,690,599 25,184,177

    (2) 経常費用

        事業費 11,362,108 2,231,338 0 13,593,446 896,415 3,917,002 4,813,417 0 18,406,863

          役員報酬 644,460 113,160 0 757,620 13,800 191,820 205,620 0 963,240

          給料手当 3,509,954 905,566 0 4,415,520 105,297 863,446 968,743 0 5,384,263

          福利厚生費 679,516 220,621 0 900,137 63,244 157,376 220,620 0 1,120,757

          会議費 690,134 113,055 0 803,189 2,109 1,415,954 1,418,063 0 2,221,252

          旅費交通費 1,504,408 61,439 0 1,565,847 20,488 402,477 422,965 0 1,988,812

          通信運搬費 901,655 189,501 0 1,091,156 62,344 167,767 230,111 0 1,321,267

          減価償却費 26,680 8,661 0 35,341 2,483 6,178 8,661 0 44,002

          消耗品費 630,054 157,828 0 787,882 5,758 63,282 69,040 0 856,922

          印刷製本費 1,046,272 35,778 0 1,082,050 86,625 94,914 181,539 0 1,263,589

          光熱水料費 32,532 10,561 0 43,093 3,027 7,534 10,561 0 53,654

          賃借料 374,311 121,528 0 495,839 34,838 86,690 121,528 0 617,367

          保険料 4,680 9,450 0 14,130 0 0 0 0 14,130

          諸謝金 59,720 66,000 0 125,720 0 52,240 52,240 0 177,960

          支払負担金 171,000 40,000 0 211,000 399,000 266,450 665,450 0 876,450

          委託費 296,704 0 0 296,704 0 0 0 0 296,704

          会場費 197,860 27,820 0 225,680 610 34,120 34,730 0 260,410

          広告宣伝費 26,892 0 0 26,892 0 0 0 0 26,892

          リース料 249,980 81,162 0 331,142 39,358 57,895 97,253 0 428,395

          事務所管理費 42,194 13,699 0 55,893 3,927 9,772 13,699 0 69,592

          支払手数料 159,529 51,794 0 211,323 52,647 36,946 89,593 0 300,916

          雑費 113,573 3,715 0 117,288 860 2,141 3,001 0 120,289

正味財産増減計算書内訳表
平成29年 4月 1日から平成30年 3月31日まで

科        目
公益目的事業会計 収益事業等会計

法人会計 合   計
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公益１ 公益２ 公益共通 小   計 収益１ その他１ 小   計

        管理費 0 0 0 0 0 0 0 4,450,096 4,450,096

          役員報酬 0 0 0 0 0 0 0 416,760 416,760

          給料手当 0 0 0 0 0 0 0 1,635,635 1,635,635

          福利厚生費 0 0 0 0 0 0 0 350,052 350,052

          会議費 0 0 0 0 0 0 0 110,535 110,535

          旅費交通費 0 0 0 0 0 0 0 96,436 96,436

          通信運搬費 0 0 0 0 0 0 0 279,875 279,875

          減価償却費 0 0 0 0 0 0 0 13,743 13,743

          消耗品費 0 0 0 0 0 0 0 36,073 36,073

          印刷製本費 0 0 0 0 0 0 0 102,780 102,780

          光熱水料費 0 0 0 0 0 0 0 16,758 16,758

          賃借料 0 0 0 0 0 0 0 192,825 192,825

          諸会費 0 0 0 0 0 0 0 382,650 382,650

          支払負担金 0 0 0 0 0 0 0 28,000 28,000

          委託費 0 0 0 0 0 0 0 160,884 160,884

          会場費 0 0 0 0 0 0 0 140,370 140,370

          渉外慶弔費 0 0 0 0 0 0 0 68,940 68,940

          表彰費 0 0 0 0 0 0 0 180,000 180,000

          リース料 0 0 0 0 0 0 0 128,777 128,777

          事務所管理費 0 0 0 0 0 0 0 21,736 21,736

          支払手数料 0 0 0 0 0 0 0 82,504 82,504

          雑費 0 0 0 0 0 0 0 4,763 4,763

        経常費用計 11,362,108 2,231,338 0 13,593,446 896,415 3,917,002 4,813,417 4,450,096 22,856,959

          評価損益等調整前当期経常増減額 -10,049,363 -2,102,738 11,760,750 -391,351 -86,832 -2,435,102 -2,521,934 5,240,503 2,327,218

          評価損益等計 0 0 0 0 0 0 0 0 0

          当期経常増減額 -10,049,363 -2,102,738 11,760,750 -391,351 -86,832 -2,435,102 -2,521,934 5,240,503 2,327,218

  ２．経常外増減の部

    (1) 経常外収益

        経常外収益計 0 0 0 0 0 0 0 0 0

    (2) 経常外費用

        経常外費用計 0 0 0 0 0 0 0 0 0

          当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0 0 0 0

          税引前当期一般正味財産増減額 -10,049,363 -2,102,738 11,760,750 -391,351 -86,832 -2,435,102 -2,521,934 5,240,503 2,327,218

          法人税、住民税及び事業税 0 0 0 0 108,200 0 0 108,200

        当期一般正味財産増減額 -10,049,363 -2,102,738 11,760,750 -391,351 -195,032 -2,435,102 -2,521,934 5,240,503 2,219,018

          一般正味財産期首残高 -56,623,213 -10,325,022 62,896,158 -4,052,077 1,602,119 -11,784,366 -10,182,247 26,628,552 12,394,228

          一般正味財産期末残高 -66,672,576 -12,427,760 74,656,908 -4,443,428 1,407,087 -14,219,468 -12,704,181 31,869,055 14,613,246

Ⅱ　指定正味財産増減の部

       当期指定正味財産増減額 0 0 0 0 0 0 0 0 0

       指定正味財産期首残高 0 0 0 0 0 0 0 0 0

       指定正味財産期末残高 0 0 0 0 0 0 0 0 0

Ⅲ　基金増減の部

       当期基金増減額 0 0 0 0 0 0 0 0 0

       基金期首残高 0 0 0 0 0 0 0 0 0

       基金期末残高 0 0 0 0 0 0 0 0 0

Ⅳ　正味財産期末残高 -66,672,576 -12,427,760 74,656,908 -4,443,428 1,407,087 -14,219,468 -12,704,181 31,869,055 14,613,246

科        目
公益目的事業会計 収益事業等会計

法人会計 合   計
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財務諸表に対する注記 

 １．重要な会計方針 

  （１）固定資産の減価償却方法 

     直接法による定率法で減価償却を実施している。 

  （２）引当金等の計上基準 

・主管行事等事業積立資金 

平成 29 年度以降に行われる特定の事業にかかる経費の支出に対応することを目的とし

て、積立資産を計上している。 

 

２．基本財産及び特定資産の明細、増減額及びその残高 

   基本財産及び特定資産の明細、増減額及びその残高は、次のとおりである。 

                                                      （単位：円） 

科    目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

基 本 財 産 

定 期 預 金  
6,000,000 0 0 6,000,000 

小   計 6,000,000 0 0 6,000,000 

特 定 資 産 

主管行事等事業積立資産 
1,000,000 0 60,799 939,201 

小   計 1,000,000 0 60,799 939,201 

合   計 7,000,000 0 60,799 6,939201 

   

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳 

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。    

 （単位：円） 

科   目 当期末残高 
（うち指定正味 

財産からの 
充当額） 

（うち一般正味
財産からの 
充当額） 

(うち負債に 

対応する額） 

基 本 財 産 

定 期 預 金  
6,000,000 (0) (6,000,000) (0) 

小   計 6,000,000 (0) (6,000,000) (0) 

特 定 資 産 

主管行事等事業積立資金 
939,201 (0) (939,201) (0) 

小   計 939,201 (0) (939,201) (0) 

合   計 6,939,201 (0) (6,939,201) (0) 
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４．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高 

固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 

                                                               （単位：円） 

科目 取得価格 減価償却累計額 当期末残高 

什 器 備 品 1,309,665 1,196,695 112,970 

合   計 1,309,665 1,196,695 112,970 

 

５．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高 

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。 

（単位：円） 

補助金等の

名称 
交付者 

前期末 

残高 
当期増加額 当期減少額 

当期末

残高 

貸借対照

表上の 

記載区分 

助成金 

全法連助成金 

公益財団法人 

全国法人会総連合 
0 8,169,300 8,169,300 0 

指定正味

財産 

補助金 

県法連補助金 

一般社団法人 

三重県法人会連合会 
0 350,000 350,000 0 

合    計 0 8,519,300 8,519,300 0 
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監 査 報 告 書 

公益社団法人 松阪法人会 

 会 長  岩 間  弘 殿 

                        平成３０年 ４月１７日 

                        公益社団法人 松阪法人会 

                          監 事  佐 波 久 尚 

 

                          監 事  世 古 俊 子 

 

 私ども監事は、平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの事業年度の理事の職務の

執行、計算書類及び事業報告並びにこれらの附属明細書を監査し、一般社団法人及び一般財団法

人に関する法律第９９条及び同法第１２４条に基づき、その方法及び結果について、下記のとお

り報告いたします。 

 

 １．監査の方法及びその内容 

   私どもは、理事会並びに各理事及び事務局と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境

の整備に努めるとともに、理事会その他重要な会議に出席し、理事及び事務局職員からその

職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、

業務及び財産の状況を調査いたしました。 

 以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告の内容について検討いたしました。さ

らに、会計帳簿及びこれに関する資料の調査並びに現金、預金通帳等の実地調査を 

行い、当該事業年度に係る計算書類について、その適正性について検討いたしました。 

 

 ２．監査意見  

（１）事業報告等の監査結果 

ア. 事業報告は、法令及び定款に従い、法人の状況を正しく示しているものと認めます。 

イ. 理事の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は

認められません。 

 （２）計算書類等の監査結果 

計算書類及びその附属明細書並びに財産目録は、法人の財産及び損益の状況をすべ 

ての重要な点において適正に示しているものと認めます。 
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【報告事項】平成３０年度事業計画並びに収支予算 

平成３０年度 事業計画 

（平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日） 

基本方針 

 公益社団法人松阪法人会は、定款の目的に則り健全な公益団体として、組織・財政基盤の確立に努め

つつ、税務当局をはじめ関係民間団体との協調のもとに納税意識の向上に努めるとともに、よき経営者

を目指す者の団体として会員の積極的な自己啓発を支援し、これを通じて税務行政の円滑な執行に寄与

し、企業経営と社会の健全な発展に貢献する。 

 また、公益法人制度改革の関連性を踏まえ、法人会の一層の公益性・透明性を確保し、安定的な財政

基盤、活力ある組織を目指し、積極的に事業活動を展開し法人運営の適正化を図る。 

   現在法人会が直面している、①組織の維持及び財政基盤の確保のための会員増強、②e-Tax（国税電子

申告・電子納税）の利用拡大等の問題を抱えるなか、平成２５年４月１日付けで公益社団法人へ移行し、

５年が経過しました。 

当会においては従来から法人会の目的を遂行するため様々な事業に積極的に取り組んでまいりました

が、会員の減少傾向が続き、会費収入や福利厚生事業による収入も逓減しております。 

   こうした法人会を取り巻く環境を踏まえつつ、従来から実施してきた事業全般を見直すとともに、信頼

される法人会として①社会貢献活動及び魅力ある研修活動の展開、②極めて公益性の高い事業の充実、 

③組織・財政の充実強化に努めます。 

   平成３０年度事業計画は次のとおりです。 

 

Ⅰ 公益目的事業 

【事業の趣旨】 

   当会は、創設以来現在に至るまで、正しい税知識の普及、納税意識の高揚並びに中小企業に相応しい税

制確立のための提言活動等の活動を行っています。 

   地域企業により適正な申告と納税が行われるよう、研修会、説明会、講習会、広報活動並びに税制提言

活動を行い、税務行政が円滑に執行されることを目的として、国政の健全な運営の確保に資する事業を行

います。 

   なお、本会、支部、部会における研修会等は、原則として会員は無料、非会員は原則無料とします。 

【事業の内容】 

 １ 税知識普及事業 

（１）税務研修会 

税に関する研修会等を本会、支部、青年部会、女性部会で主催し開催します。 

なお、研修会等の日程・内容はホームページに掲載し、会員以外の参加も募ります。 

   「本 会」 

① 決算期別説明会 

松阪税務署法人課税部門の担当官が講師となり、６月・９月・１２月・３月の４回説明会を 

開催します。 

② 新設法人説明会 

松阪税務署管内に新たに設立された全法人を対象に、税務上必要な申請・届出等及び社会保険

等の申請・届出等の手続をはじめ、事業の開始に際しての法人税法上の留意点等についての指導

を目的として、平成３０年９月頃に開催します。 
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③ 年末調整説明会 

松阪税務署担当官が講師となり、「年末調整のしかた」「法定調書の書き方」「決算書作成 

の説明」等、平成３０年１２月初旬までに開催します。 

   「支 部」 

税制改正説明会 

松阪税務署法人課税部門の担当官が講師となり、平成３０年１０月頃に２回、税制改正に 

関する説明会を開催します。 

   「青年部会・女性部会」 

松阪税務署の担当官が講師となり、国税等に関する研修会を開催します。 

（２）税務署長等による講演会 

 松阪税務署の署長や担当官等による税をテーマにした講演会を開催します。 

（３）ホームページ・フェイスブック及び広報誌による税情報の発信 

ホームページ・フェイスブック等で、各種研修会、講習会の開催状況を掲載するとともに、税に関す

る情報等を掲載します。 

また、広報誌は年２回、１回あたり約２,０００部を発行し、税務署・県税事務所・市役所提供の 

税に関する情報等を掲載するとともに、会員以外にも読んでいただくため市役所等の窓口に置きます。 

なお、ホームページでも公開します。 

 

２ 納税意識高揚事業 

（１）租税教室 

松阪税務署管内の小学校を対象として、女性部会が主体となり夏休み親子租税教室と税金クイズ 

を開催します。また、本会も含む松阪地区租税教育推進協議会が推進する租税教室の講師を務めたり、 

青年部会が主体となり公共施設を見学したりして、小学生が楽しみながら税の必要性や税を身近に感じ 

るような納税意識の高揚を図る活動を行います。 

 なお、税務署の広報広聴官が講師となり、小学校児童を対象とした租税教室に向け、講師としての心

構え及び授業の進め方等の知識習得を行う、租税教室講師養成研修会に適宜参加します。 

（２）税に関する絵はがきコンクール 

松阪税務署管内の小学５、６年生児童を対象として、税に関する絵はがきコンクールを実施し、優秀

な作品には法人会会長賞等を授与し、「税を考える週間」行事の場で表彰します。 

（３）「税を考える週間」広報活動 

毎年１１月「税を考える週間」行事の一環として、松阪税務連絡協議会で「税に関する絵画」を募集

し、優秀作品の表彰及び展示を行います。 

    他に、「税に関する習字」「税に関する標語」「税に関する絵はがき」等の展示を行います。 

（４）地域イベント等における租税教育活動 

松阪税務署管内で行われるイベントに際して、来場者へ e-Tax の広報や税に関するパンフレットの 

配布などを行い、税に対する関心と納税意識の高揚を図る活動を行います。 

 

３ 税制提言事業 

（１）税制改正の提言及び提言書の関係機関への提出 

公益財団法人全国法人会総連合において、毎年、全国の中小企業の租税負担の軽減と簡素化及び適正 

公平な課税、税制・税務に関する提言を行うため、全国各法人会会員から税制に関する意見要望を取り 

まとめ、税制改正の提言を決議し、法人会全国大会で発表後、関係機関等に対し要望活動を行っています。 
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当該事業は、公益財団法人全国法人会総連合が主催し、傘下の各都道県法人会連合会が持ち回りで 

主管として開催しており、本年度は平成３０年１０月に鳥取県で開催されます。 

当会においても会員から税制に関する意見・要望を取りまとめ、一般社団法人三重県法人会連合会を

通じて公益財団法人全国法人会総連合に上申しています。 

また、全国大会で発表された税制・税務に関する提言を、松阪市市長及び松阪市市議会議長等に提出

するとともに、ホームページ並びに広報誌を通じ広く一般に周知します。 

（２）全国青年の集い 

全国の青年経営者等が集い、税制、財政及び地域社会の健全な発展等、法人会の目的を達成するため

の情報・意見交換並びに議論を行います。 

特に、近年は「税のオピニオンリーダー」としての自覚のもと、全国の青年部会が足並みを揃えて「租

税教育事業」の新たな進展を図るために、全国からエントリーされた「租税教育」の活動事例発表があ

り、この大会で学んだノウハウや問題点を今後の各単位会の事業に活かしています。 

また、意見交換会及び討論によりまとめられた内容はホームページに掲載し、法人会の存在意義を広

く地域社会に知らしめながら、租税教育などの公益的な事業を、これまで以上に主体的に実施します。 

当該事業は公益財団法人全国法人会総連合が主催し、傘下の各都道県法人会連合会が持ち回りで 

主管として開催しており、本年度は平成３０年１１月に岐阜県で開催されます。 

（３）全国女性フォーラム 

全国の女性経営者等が集い、税制、財政及び地域社会の健全な発展等法人会の目的を達成するための

情報・意見交換並びに議論を行います。 

特に女性部会は多様化する法人会事業の担い手として大きな役割を有していることから、女性の視点

に立った租税教育等の事例発表から、ノウハウや問題点を今後の各単位会の事業に活かしています。 

また、意見交換会及び討論によりまとめられた内容はホームページに掲載し、法人会の存在意義を 

広く地域社会に知らしめながら、租税教育などの公益的な事業を、これまで以上に主体的に実施します。 

当該事業は、公益財団法人全国法人会総連合が主催し、傘下の各都道県法人会連合会が持ち回りで 

主管として開催しており、本年度は平成３０年４月に山梨県で開催されます。 

（４）三重県連 運営研究会・情報交換会（青連協・女連協） 

三重県内の８単位会が集い、税制、財政及び地域社会の健全な発展等法人会の目的を達成するための

情報交換、意見交換並びに討論を行います。 

    さらに、青年部会は三重県、愛知県、静岡県、岐阜県の4 県で東海大会を開催し、広く情報交換、 

意見交換並びに討論を行います。 

女性部会は、本年度、一般社団法人三重県法人会連合会女性部会連絡協議会が主催する情報交換会に

ついて主管として松阪市で開催します。また、愛知県、静岡県、岐阜県の各県で女性部連絡協議会が開

催され、県下各会の部会長が県連を代表して各県女性部連絡協議会に参加します。 

 

４ 地域企業発展事業 

（１）経済・経営講演会 

経済・経営・時事問題の精通者を招き、地域企業の経営者等に対して経済・経営講演会の機会を提供

します。 

（２）パソコン講座 

松阪税務署管内の全事業所を対象に、企業の合理化等に寄与することを目的に、松阪商工会議所と共

催で実施します。講師は専門家に依頼し、毎年９月頃に講座を開催します。 
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５ 社会貢献事業 

（１）健康、文化及び芸術等に関する講演会及び研修会 

地域住民を対象として、健康、文化や芸術等に関する講演会や研修会を企画・運営し、講演や研修の

機会を提供します。 

（２）歩け歩け大会 

この事業は、松阪市、明和町、多気町、大台町の管轄区域をコースに設定し、厚生委員会が主体とな

り、公益事業特別支援委員会の支援、松阪歩こう会・嬉野歩こう会等の共催を得、地域と密着して開催

します。 

 

Ⅱ 収益事業等 

【事業の趣旨】 

  多業種で構成された会員のため、様々な情報交換等の交流に資する事業、会員企業の福利厚生制度を推進

するための保険事業並びに企業保全を目的とした制度の普及及び推進、安定した財政基盤確保のため、会員

の確保を目的とする事業を行います。 

 

【事業の内容】 

１ 会員交流事業 

（１）情報交換会 

役員会等の終了後、今後の活動方針、重点施策等につき協議を行い、目標実現に向け意思統一を行う

ことを目的としています。 

（２）部会事業 

①青年部会 

部会員会議及び税務研修等の終了後に、参加者の一層の親交を深めることを目的としています。 

②女性部会 

バス等を利用し、公共施設等の見学を行い、税に関する知識を深めるとともに参加者の交流を深め

ることを目的としています。 

 また、部会員の一層の親交を深めるとともに税知識の高揚を目的に部会員に限定した講習会・税金

クイズ等の事業を開催します。 

③ その他の事業 

活動方針、重点施策等の情報交換と意思統一を行うことを目的としています。 

 

 ２ 福利厚生事業 

（１）簡易保険料払込団体制度に係る集金業務 

簡易保険料払込団体制度に係る集金業務を当会が行います。団体取扱いによる割引制度が適用され

ることで、地域企業の福利厚生の充実に寄与することを目的としており、当会は、その集金保険料に

応じた手数料を得ます。 

（２）経営者大型総合保障制度の普及・推進（案内・周知） 

当該制度は、経営者や従業員が在職中に病気や事故により、死亡や入院などの事態に遭われた場合、

企業を守り、事業が滞りなく継続できるよう、生命保険と損害保険がセットになった法人会会員のため

の制度です。当会は、地域企業の福利厚生制度の充実と経営の安定化のため普及・推進に努めます。 
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（３）経営保全プランの普及・推進（案内・周知） 

 当会は、地域企業の経営の安定化のため、公益財団法人全国法人会総連合の経営保全プランの普及・ 

推進に努めます。 

（４）がん保険制度の普及・推進（案内・周知） 

当会は、地域企業の福利厚生制度の充実と経営の安定化のため、公益財団法人全国法人会総連合の 

がん保険制度の普及・推進に努めます。 

（５）貸倒保障制度（取引信用保証保険の普及・推進） 

当会は、地域企業の福利厚生制度の充実と経営の安定化のため普及・推進に努めており、その案内・ 

周知に係る貢献の対価を一般社団法人三重県法人会連合会より受取っています。 

（６）提携ローン（案内・周知） 

当該制度は、法人会型（株式会社第三銀行、三重信用金庫、株式会社百五銀行）に借入を希望する 

会員が利用することが出来ます。 

当会は、地域企業の経営の安定化のため普及・推進に努めます。 

（７）生活習慣病健診 

当該制度は、会員企業の経営者、従業員等を対象として健康な日々を送るため松阪地区医師会による

生活習慣病総合健診を年２回、松阪済生会病院によるＰＥＴ－ＣＴがん健診を通年で行っており、会員

の健康増進を支援します。 

 

 ３ 会員増強事業 

会員増強は本会の存続と発展の大前提であるので、今年度も会員増強の具体的目標値を定め、役員・

組織関係者が一丸となって積極的に加入勧奨を行っていきます。 

なお、会員の減少に歯止めをかけることが大きな課題となっており、更なる退会防止にも努めます。 
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本  会 

  会    議 事       業 

４月 
理事会（４/24） 総務・税制委員会 

監査会（４/17） 

ＰＥＴ－ＣＴがん健診（年間を通じて実施） 

５月 
総会（５/２５）  総会 記念講演会（５/２５） 

６月 
  総務・広報・研修・厚生委員会 決算期別説明会（４・５・６月決算）（6/６） 

生活習慣病総合健診 

７月  
 公益事業特別支援委員会 

税制・広報・厚生委員会 

 

８月 

  公益事業特別支援委員会 

支部長・組織委員会合同会議 

研修委員会 

広報誌の発行（第１７０号発行） 

ＩＴ講習会 

夏休み親子租税教室「税ってなぁ～に‼」（８/11） 

税に関する絵はがきコンクール 

第４回行ってみよう税(ゼィ)！税探検隊 

（８/20）   

９月 

正副会長会議 

理事会 

ｅ-Ｔａｘ推進特別委員会 

公益事業特別支援委員会 

組織・厚生委員会 

夏期講演会・懇談会 

決算期別説明会（７・８・９月決算）（９/４） 

ＩＴ講習会 

新設法人説明会 

1０月  

   組織・広報・研修委員会 支部合同研修会（１０/３・２５） 

第 22 回歩け歩け大会 

親子そろってぜいきんセミナー 

税制改正要望（陳情） 

全国大会「鳥取」（１０/１０～１２） 

１１月   組織・広報・研修委員会 税を考える週間行事 

１２月 

正副会長会議 

理事会 

  

ｅ-Ｔａｘ推進特別委員会 

組織・広報委員会 

決算期別説明会（１０・１１・１２月決算） 

（１２/４） 

署長講演会 

年末懇談会 

年末調整説明会 

１月 
   松阪税務署長との新春対談 

広報誌の発行（第１７３号発行） 

２月 

正副会長会議 

理事会（予算承認） 

総務委員会 

公益事業特別支援委員会 

生活習慣病総合健診 

確定申告広報パレード 

３月 
   決算期別説明会（１・２・３月決算） 

税制アンケート 
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青 年 部 会 女 性 部 会 

  会議 事       業 会議 事       業 

４月 役員会 部会員会議・卒業式・懇談会 

（４/２６） 

第４回行ってみよう税！税探検隊

打合せ会 

正副・プロジ

ェクトリーダ

ー会議 

第１３回女性フォーラム「山梨大会」 

（４/１２・１３） 

 

５月 役員会 
第４回行ってみよう税！税探検隊

打合せ会 

役員会 

（５/  ） 

部会員会議・記念講演会（５/２２） 

山ざくら２１号発行 

６月 

  

  

  

  

  

第４回行ってみよう税！税探検隊

打合せ会 

県 青年部会連絡協議会役員会 

東 青年部会連絡協議会 

情報交換会・定時総会（６/  ） 

正副・プロジ

ェクトリーダ

ー会議 

バス研修旅行（６/２７） 

 

 

７月 

  

役員会 

  

税務署長あいさつ 

第４回行ってみよう税！税探検隊

打合せ会 

親子そろって税金ｾﾐﾅｰ打合せ会 

正副・プロジ

ェクトリーダ

ー会議 

役員会 

県 女性部会連絡協議会役員会 

（７/５） 

８月 

  

役員会 

  

第４回行ってみよう税！税探検隊 

（８/２０） 

  

  

夏休み親子租税教室 

「税ってなぁ～に!!」（８/１１） 

税に関する絵はがきコンクール募集 

税務研修会・健康講座（８/  ） 

県 女性部会連絡協議会（８/３０） 

９月 

  

  

役員会 

  

  

夏期講演会・懇親会（本会共催） 

親子そろって税金ｾﾐﾅｰ打合せ会 

租税教育活動「講師養成研修会」 

役員会 

  

  

第１３回親睦ボウリング大会 

租税教育活動「講師養成研修会」 

 

10 月 

  

  

役員会 

  

  

第２２回歩け歩け大会（本会共催） 

親子そろって税金セミナー 

税制改正要望（陳情） 

  

  

  

第２２回歩け歩け大会（本会共催） 

税制改正要望（陳情） 

情報交換会（１０/２３） 

11 月 

  

役員会 

  

青年の集い「岐阜大会」 

（１１/８～１１/９） 

署長講演会と税トーク 

正副会長会議 

役員会 

絵はがきコンクール表彰式・展示 

税金クイズ発行 

12 月 

  

 

 

署長講演会・懇談会（本会共催） 

親睦忘年会 
  

  

署長講演会・年末懇談会 

税金クイズ表彰式 

県 女性部会連絡協議会役員会 

１月 

  

役員会 

  

署長との新春対談（本会共催） 

  

正副会長会議 

役員会 

署長との新春対談（本会共催） 

租税教育活動「租税教室」 

２月 

  

役員会 

  

税務研修会 

 

  

  

税務研修会・趣味講座 

県 女性部会連絡協議会役員会 

３月 役員会 
会員会議・税務研修会・卒業式・ 

懇談会 

正副会長会議 

役員会 
  

※実行委員会は随時開催する。              ※実行委員会・各委員会会議は随時開催する。 
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　　　　　    　　 （単位：円）
科　　　　　　　　目 当　年　度 前　年　度 増　　　減

　Ι　一般正味財産増減の部
　　１．経常増減の部 　 　
　　（１）経常収益   
  　　  基本財産運用益 150 150 0
　　　　　　基本財産受取利息 150 150 0
       特定資産運用益 10 50 △ 40
　　　　　　特定資産受取利息 10 50 △ 40
　　　　受取会費 12,020,000 12,110,000 △ 90,000
　　　　　　正会員受取会費 11,810,000 11,890,000 △ 80,000
　　　　　　賛助会員会費 210,000 220,000 △ 10,000
　　　　事業収益 1,570,000 1,600,000 △ 30,000
　　　　　　研修会事業収益 50,000 100,000 △ 50,000
　　　　　　広報事業収益 300,000 350,000 △ 50,000
　　　　　　簡易保険手数料収益 120,000 150,000 △ 30,000
            会員親睦事業収益 600,000 500,000 100,000
            福利厚生事業収益 500,000 500,000 0
　　　　受取補助金 8,512,200 8,119,300 392,900
　　　　　　全法連助成金振替額 8,412,200 8,019,300 392,900
　　　　　　県連助成金 100,000 100,000 0
　　　　受取負担金 923,000 660,000 263,000
　　　　　　受取負担金 100,000 0 100,000
　　　　　　青年部会負担金 198,000 210,000 △ 12,000
　　　　　　女性部会負担金 625,000 450,000 175,000
　　　　雑収益 50,010 50,100 △ 90
　　　　　　受取利息 10 100 △ 90
　　　　　　雑収益 50,000 50,000 0
　　　　経常収益計 23,075,370 22,539,600 535,770
　　（２）経常費用
　　　　事業費 18,203,070 17,874,727 328,343
　　　　　　役員報酬 586,320 2,304,000 △ 1,717,680
　　　　　　給料手当 6,089,980 4,224,000 1,865,980
　　　　　　臨時雇賃金 0 20,000 △ 20,000
　　　　　　福利厚生費 1,181,100 1,152,000 29,100
　　　　　　旅費交通費 1,617,780 1,416,960 200,820
　　　　　　通信運搬費 1,506,288 1,633,312 △ 127,024
　　　　　　減価償却費 12,224 17,628 △ 5,404
　　　　　　消耗什器備品費 0 240,000 △ 240,000
　　　　　　消耗品費 829,544 650,000 179,544
　　　　　　印刷製本費 1,445,800 1,566,400 △ 120,600
　　　　　　光熱水料費 76,200 76,800 △ 600
　　　　　　賃借料 680,080 685,120 △ 5,040
　　　　　　リース料 381,000 384,000 △ 3,000
　　　　　　事務所管理費 19,050 19,200 △ 150
　　　　　　会場費 320,262 200,800 119,462
　　　　　　保険料 21,810 26,752 △ 4,942
　　　　　　諸謝金 120,000 83,411 36,589
　　　　　　会議費 1,448,666 1,411,864 36,802
　　　　　　委託費 556,360 535,040 21,320
　　　　　　支払負担金 730,976 676,600 54,376
　　　　　　広告宣伝費 19,050 38,400 △ 19,350
　　　　　　表彰費 99,060 92,160 6,900
　　　　　　支払手数料 304,800 307,200 △ 2,400
　　　　　　雑費 156,720 113,080 43,640

（平成30年4月１日～平成31年３月31日）

収支予算書（損益ベース）
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科　　　　　　　　目 当　年　度 前　年　度 増　　減

　　　　管理費 4,747,371 4,403,596 343,775
　　　　　　役員報酬 253,680 696,000 △ 442,320
　　　　　　給料手当 1,850,020 1,276,000 574,020
　　　　　　福利厚生費 368,900 348,000 20,900
　　　　　　旅費交通費 235,620 116,000 119,620
　　　　　　通信運搬費 243,712 216,688 27,024
　　　　　　減価償却費 3,817 5,324 △ 1,507
　　　　　　消耗品費 50,456 58,000 △ 7,544
　　　　　　印刷製本費 95,200 69,600 25,600
　　　　　　光熱水料費 23,800 23,200 600
　　　　　　賃借料 199,920 194,880 5,040
　　　　　　リース料 119,000 116,000 3,000
　　　　　　事務所管理費 5,950 5,800 150
　　　　　　会場費 59,738 23,200 36,538
　　　　　　保険料 1,190 3,248 △ 2,058
　　　　　　会議費 355,334 388,136 △ 32,802
　　　　　　委託費 66,640 64,960 1,680
　　　　　　支払負担金 178,024 162,400 15,624
　　　　　　渉外慶弔費 100,000 100,000 0
　　　　　　諸会費 390,000 390,000 0
　　　　　　広告宣伝費 5,950 11,600 △ 5,650
　　　　　　表彰費 30,940 27,840 3,100
　　　　　　支払手数料 95,200 92,800 2,400
　　　　　　雑費 14,280 13,920 360
　　　　経常費用計 22,950,441 22,278,323 672,118
　　　　　 当期経常増減計 124,929 261,277 △ 136,348
　　２．経常外増減の部
　　　（１）経常外収益
　　　　　経常外収益計 0 0 0
　　　（２）経常外費用
　　　　　経常外費用計 0 0 0
　　　　　　当期経常外増減額 0 0 0
　　　    　　　　税引前当期一般正味財産増減額 124,929 261,277 △ 136,348
      　　　     法人税、住民税及び事業税 88,000 72,000 16,000
　　　　　　　当期一般正味財産増減額 36,929 189,277 △ 152,348
　　　　 　　一般正味財産期首残高 9,467,161 9,277,884 189,277
　　　　　　 一般正味財産期末残高 9,504,090 9,467,161 36,929
　Ⅱ　　指定正味財産増減の部
        　受取補助金等
　　　　 　受取全法連助成金 8,262,200 7,869,300 392,900
　　　　 　一般正味財産への振替額 △ 8,262,200 △ 7,869,300 △ 392,900
　　   　 当期指定正味財産増減額 0 0 0
　　　　   　指定正味財産期首残高 0 0 0
　　　　   　指定正味財産期末残高 0 0 0
　Ⅲ　正味財産期末残高 9,504,090 9,467,161 36,929
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公１ 公２ 共通 小計 収１ 他１ 小計

Ⅰ一般正味財産増減の部   

　１．経常増減の部

　　（１）経常収益 　 　 　 　 　 　 　 　

　 　　　基本財産運用益 0 0 0 0 0 0 0 150 150

　　　　　　基本財産受取利息 0 0 0 0 0 0 0 150 150

　　　　 特定資産運用益 0 0 0 0 0 0 0 10 10

　　　　　　特定資産受取利息 0 0 0 0 0 0 0 10 10

　　　 　受取会費 0 0 4,808,000 4,808,000 0 0 0 7,212,000 12,020,000

　　　　　　正会員受取会費 0 0 4,724,000 4,724,000 0 0 0 7,086,000 11,810,000

　　　　　　賛助会員受取会費 0 0 84,000 84,000 0 0 0 126,000 210,000

　　 　　事業収益 350,000 0 0 350,000 620,000 600,000 1,220,000 0 1,570,000

　　　　　　研修事業収益 50,000 0 0 50,000 0 0 0 50,000

　　　　　　広報事業収益 300,000 0 0 300,000 0 0 0 300,000

　　　　　　  簡易保険手数料収益 0 0 0 0 120,000 0 120,000 120,000

            会員親睦事業収益 0 0 0 0 0 600,000 600,000 600,000

　　　　　　福利厚生事業収益 0 0 0 0 500,000 0 500,000 500,000

　　　　受取補助金等 0 0 8,262,200 8,262,200 0 0 0 250,000 8,512,200

　　　　　　   全法連助成金振替額 0 0 8,262,200 8,262,200 0 0 0 150,000 8,412,200

　　　　　　県連助成金 0 0 0 0 0 0 0 100,000 100,000

　　　　受取負担金 0 0 0 0 0 923,000 923,000 0 923,000

　　　　　　受取負担金 0 0 0 0 0 100,000 100,000 100,000

　　　　　　青年部会負担金 0 0 0 0 0 198,000 198,000 198,000

　　　　　　女性部会負担金 0 0 0 0 0 625,000 625,000 625,000

　　　　雑収益 0 0 0 0 0 0 0 50,010 50,010

　　　　　　受取利息 0 0 0 0 0 0 0 10 10

　　　　　　雑収益 0 0 0 0 0 0 0 50,000 50,000

　　　経常収益計 350,000 0 13,070,200 13,420,200 620,000 1,523,000 2,143,000 7,512,170 23,075,370

 　 （２）経常費用

　　　　事業費 12,614,338 3,010,496 0 15,624,834 516,609 2,061,627 2,578,236 0 18,203,070

　　　　　　役員報酬 392,280 68,880 461,160 8,400 116,760 125,160 0 586,320

　　　　　　給料手当　 3,970,000 1,024,260 4,994,260 119,100 976,620 1,095,720 0 6,089,980

　　　　　　臨時雇賃金 0 0 0 0 0 0 0 0

　　　　　　福利厚生費 716,100 232,500 948,600 66,650 165,850 232,500 0 1,181,100

　　　　　　旅費交通費 1,320,780 148,500 1,469,280 42,570 105,930 148,500 0 1,617,780

　　　　　　通信運搬費 989,088 363,600 1,352,688 44,032 109,568 153,600 0 1,506,288

　　　　　　減価償却費 7,412 2,406 9,818 690 1,716 2,406 0 12,224

　　　　　　消耗品費 630,944 166,800 797,744 9,116 22,684 31,800 0 829,544

　　　　　　印刷製本費 1,314,800 71,000 1,385,800 17,200 42,800 60,000 0 1,445,800

　　　　　　光熱水料費 46,200 15,000 61,200 4,300 10,700 15,000 0 76,200

　　　　　　賃借料 428,080 126,000 554,080 36,120 89,880 126,000 0 680,080

　　　　　　リース料 231,000 75,000 306,000 21,500 53,500 75,000 0 381,000

　　　　　　事務所管理費 11,550 3,750 15,300 1,075 2,675 3,750 0 19,050

　　　　　　会場費 194,962 87,650 282,612 10,793 26,857 37,650 0 320,262

　　　　　　保険料 12,310 8,750 21,060 215 535 750 0 21,810

　　　　　　諸謝金 20,000 100,000 120,000 0 0 0 0 120,000

　　　　　　会議費 1,000,766 223,950 1,224,716 64,199 159,751 223,950 0 1,448,666

　　　　　　委託費 343,000 0 343,000 0 0 0 0 343,000

　　　　　　事務委託費 129,360 42,000 171,360 12,040 29,960 42,000 0 213,360

　　　　　　支払負担金 466,576 152,200 618,776 32,164 80,036 112,200 0 730,976

　　　　　　広告宣伝費 11,550 3,750 15,300 1,075 2,675 3,750 0 19,050

　　　　　　表彰費 60,060 19,500 79,560 5,590 13,910 19,500 0 99,060

　　　　　　支払手数料 184,800 60,000 244,800 17,200 42,800 60,000 0 304,800

　　　　　　雑費 132,720 15,000 147,720 2,580 6,420 9,000 0 156,720

収支予算書内訳表

（平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日）

（単位：円）

科　　　　　目
公益事業会計 収益事業会計

法人会計 合計
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公１ 公２ 共通 小計 収１ 他１ 小計

　　　　管理費  4,747,371 4,747,371

　　　　　　役員報酬 253,680 253,680

　　　　　　給料手当 1,850,020 1,850,020

　　　　　　福利厚生費 368,900 368,900

　　　　　　旅費交通費 235,620 235,620

　　　　　　通信運搬費 243,712 243,712

　　　　　　減価償却費 3,817 3,817

　　　　　　消耗品費 50,456 50,456

　　　　　　印刷製本費 95,200 95,200

　　　　　　光熱水料費 23,800 23,800

　　　　　　賃借料 199,920 199,920

　　　　　　リース料 119,000 119,000

　　　　　　事務所管理費 5,950 5,950

　　　　　　会場費 59,738 59,738

　　　　　　保険料 1,190 1,190

　　　　　　会議費 355,334 355,334

　　　　　　事務委託費 66,640 66,640

　　　　　　支払負担金 178,024 178,024

　　　　　　渉外慶弔費 100,000 100,000

　　　　　　諸会費 390,000 390,000

　　　　　　広告宣伝費 5,950 5,950

　　　　　　表彰費 30,940 30,940

　　　　　　支払手数料 95,200 95,200

　　　　　　雑費 14,280 14,280

　　　経常費用計 12,614,338 3,010,496 0 15,624,834 516,609 2,061,627 2,578,236 4,747,371 22,950,441

　　　    評価損益等調整前当期経常増減額 △ 12,264,338 △ 3,010,496 13,070,200 △ 2,204,634 103,391 △ 538,627 △ 435,236 2,764,799 124,929

　　 　　評価損益等計 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　   　　当期経常増減額 △ 12,264,338 △ 3,010,496 13,070,200 △ 2,204,634 103,391 △ 538 ,627 △ 435 ,236 2,764,799 124,929

　２．経常外増減の部 　

　　（１）経常外収益

　　 　　経常外収益計 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　（2）経常外費用

　　 　　経常外費用計 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　　　当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　       　税引前当期一般正味財産増減額 △ 12,264,338 △ 3,010,496 13,070,200 △ 2,204,634 103,391 △ 538,627 △ 435,236 2,764,799 124,929

　　　　法人税、住民税及び事業税 0 0 0 0 88,000 0 88,000 0 88,000

　　　　当期一般正味財産増減額 △ 12,264,338 △ 3,010,496 13,070,200 △ 2,204,634 15,391 △ 538 ,627 △ 523 ,236 2,764,799 36,929

　　　　一般正味財産期首残高 0 0 0 0 0 0 0 0

　　　　一般正味財産期末残高 △ 12,264,338 △ 3,010,496 13,070,200 △ 2,204,634 15,391 △ 538,627 △ 523,236 2,764,799 36,929

Ⅱ　指定正味財産増減の部  

        受取補助金等

　　　　　受取全法連助成金 0 0 8,262,200 8,262,200 0 0 0 0 8,262,200

　　　　　一般正味財産への振替額 0 0 △ 8,262,200 △ 8,262,200 0 0 0 0 △ 8,262,200

　　　　　当期指定正味財産増減額 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　　　指定正味財産期首残高 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　　　指定正味残高期末残高 0 0 0 0 0 0 0 0 0

Ⅲ　正味財産期末残高 △ 12,264,338 △ 3,010,496 13,070,200 △ 2,204,634 15,391 △ 538 ,627 △ 523 ,236 2,764,799 36,929

科　　　　　目
公益事業会計 収益事業会計

法人会計 合計
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受 賞 者 名 簿 

法 人 会 功 労 者 表 彰     

理事 中井土木株式会社      中 井  俊 彦  様 

理事 株式会社博栄堂       中 西  玉 美  様 

理事 有限会社教學舎      山 中  藤 枝  様 

優 良 従 業 員 表 彰 

株式会社オーミヤ建設      田 中  千 暁  様 

株式会社オーミヤ建設      西岡  めぐみ  様 

三銀不動産調査株式会社      堀 口  章  様 

三銀不動産調査株式会社      杉 山  知 子  様 

株式会社第三銀行           阪 口  善 広  様 

第三カードサービス株式会社      木 下  順 詞  様 

第三カードサービス株式会社      岩田  千代子  様 

有限会社ナカムラ          尾 上  千 晴  様 

丸亀産業株式会社          田 中  幸 一  様 

三重海運株式会社          内 田  昌 典  様 

三重海運株式会社          濱 口  司  様 

株式会社三重総合コンサルタント   坂上  みゆき  様 

三重ダイハツ販売株式会社       山中  麻友美  様 

株式会社ラセック          大 浦  直 樹  様 

株式会社ラセック          野 呂  健 太  様 

Wazabee 税理士法人東海      深田  久美子  様 

Wazabee 税理士法人東海      野田  きよみ  様 

Wazabee 税理士法人東海      坂 井  恵 子  様 

Wazabee 税理士法人東海      山 端  祥 子  様 

Wazabee 税理士法人東海      髙 橋  万 貴  様 

医療法人社団鷲尾小児科      鵜 飼  純 子  様 
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